
定例会

概　要

　

市
議
会
６
月
定
例
会
は
、
６
月
１
日
か
ら
６
月
28
日
ま
で
の
28

日
間
の
会
期
で
開
か
れ
、
市
長
提
出
議
案
20
件
を
審
議

６
月
１
日　

本
会
議
第
一
日

・
静
岡
県
後
期
高
齢
者
医
療
広
域
連
合
議
会
議
員
の
選
挙

・
人
事
案
件
６
件
を
同
意
（
市
長
提
出
）

・
市
長
専
決
処
分
に
よ
る
報
告
（
承
認
案
件
）
５
件
を
上
程
し
、

承
認

・
補
正
予
算
２
件
（
一
般
会
計
、
し
尿
処
理
事
業
特
別
会
計
）
、

条
例
案
件
３
件
、
一
般
案
件
３
件
を
上
程
（
市
長
提
出
）

６
月
16
日
・
19
日　

本
会
議
第
二
日
～
第
三
日

・
一
般
質
問
14
議
員
（
Ｐ
６
～
13
参
照
）

・
追
加
議
案
を
１
件
上
程
（
市
長
提
出
）

６
月
20
日　

各
委
員
会
の
議
案
審
査

・
各
委
員
会
で
付
託
さ
れ
た
議
案
を
審
査
（
Ｐ
14
～
16
参
照
）

６
月
28
日　

本
会
議
第
四
日

・
６
月
１
日
及
び
６
月
19
日
に
上
程
さ
れ
た
９
議
案
の
審
査
結
果

報
告
及
び
質
疑
、
討
論
を
経
て
、
全
て
可
決
（
Ｐ
４
・
５
参
照
）

高
齢
者
い
き
い
き
お
で
か
け
支
援
事
業
費
な
ど

合
計
12
億
72
万
６
千
円
の
一
般
会
計
補
正
予
算
案
を
可
決
！
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主な議案の審議結果

全会一致原案可決

豊田地域交流拠点施設建設

用地の取得について

豊田地域交流拠点施設を建

設するための用地を取得す

るもの

全会一致原案可決

令和５年度焼津市一般会計

補正予算（第２号）

増額１億５千万円

子育て世帯生活支援特別給

付金の支援対象に対し支給

全会一致原案可決

令和５年度焼津市一般会計

補正予算（第３号）案

増額12億72万６千円

◇住民税非課税世帯支援給付金

給付事業費

３億1,134万４千円

　低所得世帯に対し支給

１世帯あたり３万円

◇高齢者いきいきおでかけ支援

事業費 １億3,822万千円

　70歳以上高齢者に対し支給

商品券３千円

◇デジタルLifeサポート事業費

7,635万円

◇貨物自動車運送事業者支援事

業費 2,350万円

◇多電力使用事業者支援事業費

６千万円

◇消防団の力向上モデル事業費

５百万円

ほか

全会一致原案可決

令和５年度焼津市し尿処理

事業特別会計補正予算（第

１号）案

増額3,980万円

バキューム車事業に係る債

務負担行為を設定しようと

するもの

全会一致原案可決

焼津市温泉スタンド条例の

制定について

焼津温泉スタンドの設置に

あたり、その管理について

必要な事項を定めるもの

全会一致原案可決

水槽付き消防ポンプ自動車

の取得について

焼津市消防団第18分団が使

用している水槽付き消防ポ

ンプ自動車の老朽化に伴い

取得するもの

賛成多数原案可決

焼津市税条例の一部を改正

する条例の制定について

地方税法の改正に伴い、国

税として創設された森林環

境税の賦課徴収に関する事

項等、所要の改正に伴うも

の

全会一致原案可決

焼津市国民健康保険税条例

の一部を改正する条例の制

定について

地方税法施行令の改正に伴

い、国民健康保険税の軽減

措置等に関する規定につい

ての改正

児童１人当たり５万円

（写真）小土ちびっこ広場近隣の用地
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議案20件中、賛否が分かれた採決状況

（○印は賛成、×印は反対　石田江利子議長は可否同数の裁決以外は採決に加わりません。鈴木浩己議員は欠席。）

議　案　名 議決結果 賛成：反対
四
之
宮

鈴
木
ま

井
出
藤
岡
村
田
原
崎
吉
田
奥
川
石
原
内
田
増
井
河
合
石
田
村
松
川
島
杉
田
岡
田
秋
山
池
谷

鈴
木
浩

深
田

市
長
提
出
議
案

議第48号
焼津市税条例の一部を改正する条例の
制定について

可決 15：4 〇 × 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 × 〇 × 〇 ×

論討
■「議第48号焼津市税条例の一部を改正する条例の制定について」

　 に対する討論の主な内容

　森林環境税は、東日本大震災を口実に導入した

復興税（2023年度で終了）を住民税均等割に1,000

円を上乗せして継続するもので、所得税が非課税

の人にも課税する逆進性の高い国税である。森林

環境税は「森林環境譲与税」として国から市町村

へ交付される。その交付額は人口比率や木材利用

率等で決められる。森林が少なく人口の多い都市

部の市町村に交付金が多く、森林の多い自治体に

十分にお金がいかない。国の政策で輸入自由化を

進め林業経営が厳しくなっている。その財源は国

の一般会計で林業予算の配分を増やす等で保障す

べきである。

杉田源太郎 議員反対討論反対討論

　議第48号については、「森林環境税及び森林環

境譲与税に関する法律」に基づき、令和６年度か

ら国税として課される森林環境税の賦課徴収に関

し必要な事項を定めるとともに、固定資産税に関

する減額措置及び来月１日から新たな交通ルール

が施行される特定小型原動機付自転車に係る軽自

動車税の税率を定める等、改正全体の趣旨として、

地方税法その他の法律との整合を図ろうとするも

のであると認められる。よって、今回の改正は妥

当なものと考え、本案に賛成する。

河合一也 議員賛成討論賛成討論

　「議第48号焼津市税条例の一部を改正する条例

の制定について」のうち、国税の森林環境税1,000

円を住民税の均等割4,000円に上乗せして賦課・

徴収する増税に対し、次の3点から反対する。１

点目、国税に均等割は通用しないという租税理論

の原則に反する。

２点目、自治体によって課税対象が異なり不公平。

３点目、今回の増税が前例となり、今後も国税の

住民税均等割が通ってしまいかねない。議員各位

には国が決めたことだからと矛盾や懸念に口をつ

ぐむことなく注視してほしい。

秋山博子 議員反対討論反対討論
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